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米国の対ブラジル追加関税の背後にある政治的な理由

ブラジルは米国から見た貿易収支が黒字ということもあり、4月2日の相互関税率発表の段階で同国
に対する税率は10％と他国と比べて低率にとどまっていた。しかし、7月9日にトランプ大統領が、
ブラジルからの全輸入品に対する追加関税を8月1日から50％へ引き上げる方針を示したことで状況
が一変。関税率引き上げの理由として、ボルソナロ前大統領への訴追を政治的魔女狩りと非難、米
SNS企業への規制を言論弾圧と批判し、7月15日には通商法301条に基づく不公正な貿易慣行に関す
る調査も開始した。こうした動きはトランプ政権が重視してきた貿易不均衡の是正といった経済的
な理由よりも政治的・個人的な動機に基づいているとみられ、制裁的な色彩が強い措置と言える。

このような懲罰的な動きを誘引した要因として考えられるのは、7月6～7日に開催されたBRICS首
脳会議である。トランプ大統領はBRICS諸国の反米色の強まりを警戒し「反米政策に同調する国に
対して追加関税を課す」との警告をSNSに投稿していた。こうした圧力がかかる中でも、議長国ブ
ラジルのルラ大統領が「一方的な関税措置に対する深刻な懸念」とする共同声明を表明したことや、
ドル決済への依存低減の必要性に言及したことがトランプ氏の反感を買った可能性も考えられる。

経済的な影響は限定的であり、関税の応酬につながる可能性

米国側の政治的な意図が強い場合、ブラジルにとっての交渉余地は限られており、ルラ大統領も
WTOへの提訴や報復関税などの対抗措置を講ずる姿勢を示している。両国の経済的な相互依存度は
高いとは言えず、貿易を通じた経済への直接的な影響は互いに限定的とみられる中、政治的には米
ブラジル双方とも安易な妥協には動きづらく、報復関税の応酬に発展するリスクも十分にある。

ブラジルにとって米国は中国に次ぐ主要な貿易相手国であるものの、対米輸出がGDPに占める割合
は2％と、危機的に大きいとまでは言えない。鉄鋼製品（半製品等）は主要な輸出品目で対米依存度
も高いが、すでに米通商拡大法232条に基づき50％関税が課されていることから、今般の一律50％
関税をもって追加的な変化が生じるわけでもない。その他の対米輸出依存度の高い品目では影響が
大きく出る可能性が高いが、ブラジル経済全体で見れば影響は限定的にとどまることが見込まれる。
一方の米国にとっても対ブラジル輸出のGDP比は0.2％とかなり低く、この部分にいかなる報復関税
がかかっても経済全体への影響は軽微であるため、両国の応酬を抑制する要因は見当たりにくい。

ブラジルの対米関係の悪化が、対中関係の一段の深化をもたらすか

一連の関税政策による経済的な影響は小さいとみられるものの、両国の関係が悪化する場合は、米
国の意図せざる形でブラジルと中国の関係が深まる可能性がある。ブラジルにとって中国は長年に
わたり最大の貿易相手国であり、近年は大豆や鉄鉱石などの一次産品を中心に輸出が拡大している。
国内のインフラ投資における中国の存在感も増しており、ブラジル経済の対中依存度はすでに高い。

米中対立が深まる中、ブラジルは今後も「第三極」としてバランスを取りながら国益を最大化する
外交戦略を展開する可能性が高いが、中国との経済的な結びつきが強まる中で政治的な関係性にも
変化が生じる可能性があり、その場合、同国の外交政策に対する米国の懸念は一段と増すと考えら
れる。
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▽ブラジルの主要輸出先

（注）国際収支ベース、財のみ
（出所）米商務省経済分析局（BEA）

▽米国の対ブラジル貿易収支
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